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大 沢 地 区 防 災 計 画 

総 則 

応急対 策編（ 地 震・風 水害） 

予 防 計 画 編 

第１章 大沢地区防災計画の方針 
 

１ 目  的 

東日本大震災をはじめ、これまでの多くの災害の教訓からも、大規模災害の発災直後に

は、消防や各行政機関など、「公助」による対応にも限界があるため、自らの身は自ら守

る「自助」、自分たちのまちは自分たちで守る「共助」の考え方を基本に、発災時に市民

や地域自らが対応できる体制をつくることが重要である。 

このため、大沢地区では地域の特性に応じて、大地震や風水害など様々な災害の危険性

を考慮しながら、地区における防災力を高めることを目的とする。 

 

２ 大沢地区防災計画の構成及び組織編成 

大沢地区防災計画は、総則、予防計画編、応急対策編（地震・風水害）及び資料編で構

成する。 

大沢地区防災計画のもととなる組織は、地域に密着した活動が不可欠なため、自治会等

を母体とした単位自主防災組織とし、また、大沢地区としての連絡体制や協力体制を確保

し、災害発生時の応急活動を迅速かつ効果的に行うため、大沢地区自治会連合会を単位と

した連合自主防災組織とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 画 の 構 成 

資    料    編 
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大 沢 地 区 住 民 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地  区  連  携  図 

地区連合 
自主防災組織 

 

 
中高層共同住宅 
居住者及び 
管理者等 

 
事 業 者 

単位 
自主防災組織 

地区内で共助による連携強化を図る 
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３ 計画の修正 

  この計画は、毎年検討を加え、必要があるときはこれを修正する。 

  また、多様な主体の意見を反映できるよう、計画の検討・修正の際は、女性、災害時要

援護者支援団体、地域企業等の参画を促進する。 

避難所運営班 

情 報 連 絡 班 

防災専門員 

防災部長 

初 期 消 火 班 

救出・救護班 
自主防災隊長 

副隊長 
避 難 誘 導 班 

給食・給水班 

災害時要援護者支援班 

地区連合 
防災隊長 
副 隊 長 

単位自主防災組織 

自主防災隊長 各 班 

自主防災隊長 各 班 

地区連合自主防災組織 

   は防災リーダー 

自主防災組織編成図 

※計画の修正（見直し案）基本方針 
 ・計画内容に影響のない修正（法令等の引用条文など）については、適宜、修正を行

い、まちづくり会議等に報告をすることとする。 
 ・計画内容に変更を伴う修正については、計画策定組織に準じた構成員により、検討・

調整を行い、まちづくり会議へ付議し、意見を聞くものとする。 
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第２章 自助・共助の基本及び地区居住者等の役割 
 

１ 地区居住者の役割 

 (１) 「自らの身は自ら守る(自助)」及び「自分たちのまちは自分たちで守る(共助)」と

いう意識を持ち、防災訓練など大沢地区の防災活動に積極的に参加し、各個人、事業

所、自主防災組織等の防災行動力の向上及び相互協力関係の強化、災害時の連絡体制

の整備、ルールづくりをすすめ、災害に強い居住者と大沢地区を形成する。 

 (２) 常に災害に対する備えを怠らず、住居や所有若しくは使用する建造物等の安全性を

確保するとともに、非常時には少なくとも最低３日分以上（1週間分程度が望ましい）

の食料、飲料水、生活必需品等の備蓄、非常持出し品の準備など「自助」の取組を実

施する。 

また、過去の災害の教訓を伝承し、災害時には自らの情報を発信する。 

 (３) 災害時には、共助の視点の下、大沢地区内の近隣世帯、いわゆる「近隣所」が相互

に協力して助け合い、情報の把握、出火の防止、初期消火、救出・救護等に努めると

ともに、避難するに当たっては、災害時要援護者の支援を行い、冷静かつ積極的に行

動する。 

 (４) 自主防災組織へ参加し、体制等の整備、教育訓練に協力するとともに、災害時には

大沢地区の住民・事業者・中高層共同住宅居住者及び管理者等と連携して各種活動を

円滑に実施するよう「共助」の取組を実施する。 

 (５) その他、市及び各防災関係機関の行う防災対策活動に、積極的に協力する。 

 

２ 自主防災組織の役割 

 (１) 日頃から、大沢地区内の危険箇所、避難経路、災害時要援護者等の状況等を把握し、

大沢地区内の防災に係る方針の策定支援や防災マップ、防災活動用資機材の整備、点

検を実施する。 

 (２) 組織の班編成や活動内容を明確にしておき、組織員の教育訓練を推進するとともに、

大沢地区住民の参加、事業者及び中高層共同住宅居住者及び管理者等との連携の促進

等、大沢地区全体の防災力を向上させる取組を実施する。 

 (３) 災害時には、情報の収集・伝達、救出・救護、消火、避難誘導、避難所の運営協力、

災害時要援護者の支援等を実施する。 
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３ 事業者の役割 

 (１) 日頃から、その管理する施設及び設備の耐震性の確保、従業員等の発災時の一斉帰

宅抑制のための最低３日分以上（1週間分程度が望ましい）の食料及び飲料水等の備

蓄、初期消火、救出・救護等のための資機材の整備、従業員の安否確認及び従業員と

家族の連絡手段の確保、さらに、従業員の防災訓練や防災に関する研修等の積極的な

実施に努める。 

 (２) 対策の責任者を定め、災害が発生した場合の従業員のとるべき行動を明確にし、大

沢地区住民及び自主防災組織等と連携して、防災訓練など大沢地区の防災活動に積極

的に参加し、大沢地区の共助に取り組むよう努める。 

 (３) 災害が発生した場合には、市、大沢地区住民及び自主防災組織等と連携して、情報

の収集及び伝達、消火、救出・救護、避難誘導、帰宅困難者対策等を積極的に行うよ

う努める。 

 

４ 中高層共同住宅管理者等の役割 

 (１) 日頃から、建物及び設備の耐震性の維持、確保に努める。 

 (２) 地震等によるエレベータや電気、ガス、上下水道等の停止を想定した、居住者の生

活支障対策用設備（自家用発電、飲料水、簡易トイレ等）及び資機材の整備並びに共

同住宅内の自主防災体制の整備に努める。 

 (３) 周辺住民や自主防災組織等との連携強化に努めるとともに、防災訓練など大沢地区

の防災活動に積極的に参加し、大沢地区の共助に取り組むよう努める。 

 (４) 災害時には、居住者等の防災活動を統括し、中高層階居住者の生活支障対策（自家

用発電、飲料水、簡易トイレ等）を実施するとともに、市、大沢地区住民及び自主防

災組織等と連携して、情報の収集及び伝達、消火、救出・救護、避難誘導、帰宅困難

者対策等を積極的に行うよう努める。 
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第３章 地区の概要 
 

１ 自然的条件 

 (１) 特 徴 

    大沢地区の地形は、相模川沿いの低地と２段の台地（上段、中段）からなり、台地

の境には段丘崖が発達し、台地（中段）上を鳩川が流れている。 

    台地は主に住宅地、農地として、低地は主に公園として利用されている。 

(２) 主な自然災害 

    大沢地区では、１時間に９６．５ｍｍ（※1）相当の降雨があった場合には、相模

川及び鳩川沿いに浸水（内水）が想定され、鳩川沿いの一部住宅地については、床下、

床上浸水が想定される。 

    河川の氾濫については、２日間雨量４５９ｍｍ（※2）相当の大雨が記録された場

合、相模川清流の里付近において、氾濫の危険が想定されている。 

    土砂災害としては、相模川沿いの傾斜地一帯と下九沢団地周辺の一部傾斜地が急傾

斜地崩壊危険箇所の範囲とされている。 

    ※１ 平成２０年に市内で記録した１時間に９６．５ｍｍと同じ降雨が市域全域に

同時に降った場合を想定。 

    ※２ １５０年に１回程度発生すると想定される大雨。 

 

２ 社会的条件 

(１) 人 口 

大沢地区の人口は平成２７年４月１日現在、３３，３１４人となっている。年齢別

では、年少人口（１５歳未満）が５，１２８人（約１５．４％）、生産年齢人口(１５

歳以上６５歳未満)が２０，５４３人（約６１．７％）、老齢人口（６５歳以上）が７，

６４３人（約２２．９％）となっている。このうち、外国人の登録人口は６２１人で

あり、人口の約１．９％を占める。 

(２) 交通及び緊急輸送路 

主要な道路は台地（中段）にあり、大沢地区の西部を県道４８号鍛冶谷相模原線が、

東部を県道５０８号厚木城山線が通っており、中心部を南北に市道下九沢大島線が通

っている。災害時の緊急輸送路としては、市道下九沢大島線、県道４８号鍛冶谷相模

原線及び同路線から避難所である各小中学校へ指定されている。 
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(３) 小中学校及び避難所・広域避難場所等 

    大沢地区には４校の小学校（大沢小学校、大島小学校、九沢小学校、作の口小学校）

と２校の中学校（内出中学校、大沢中学校）があり、災害時には避難所として指定さ

れている。（大沢小学校については、避難所・救護所の指定） 

    なお、風水害時避難場所「洪水」として、相模川自然の村野外体験教室及び大島小

学校が指定され、「土砂」として、大沢公民館が指定をされている。 

    また、大沢地区の広域避難場所としては、旧職業能力開発総合大学校・相模原北公

園が指定されており、近隣の広域避難場所として、下九沢団地一帯が指定をされてい

る。 
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第４章 防災アセスメント調査による地区被害想定 
                               （平成２６年５月） 

１ 想定地震と条件 

  想定地震と発生時刻等の条件は、次のとおりである。 

 

２ 建物被害 

  建物被害は次のとおりである。（冬18時） 

 

想

定

地

震 

相模原市東部直下地震 本市の東部地域直下の地震（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 7.1） 

相模原市西部直下地震 本市の西部地域直下の地震（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 7.1） 

大正関東タイプ地震 
相模トラフで発生する 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 8クラスの海溝型地震 

条

件 

季 節・時 刻 夏12時、冬18時、冬深夜2時の３ケース 

天     候 晴れ、風速３ｍ（本市の平均風速） 

想定地震 建物総数 全壊 焼失 
大規模 

半壊 
半壊 

東部直下地震 8,935 420 54 3 1,259 

西部直下地震 8,935 407 19 3 1,246 

大正関東 

タイプ地震 
8,935 28 0 0 355 
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３ 人的被害 

  単位：人 

 

４ ライフラインの被害予測 

  緑区で想定されているライフライン被害は次のとおりである。 

(１) 上水道（※西部直下地震） 

夜 間 

人 口 

給 水 

人 口 

断水域内人口 断水人口率 

1日後 1週間後 1か月後 1日後 1週間後 1か月後 

176,192 172,185 132,353 99,642 18,811 77％ 58％ 11％ 

(２) 都市ガス（※東部直下地震） 

夜間人口 
都市ガス 

供給域内人口 

供給停止人口率 

1日後 1週間後 1か月後 

176,192 97,972 100％ 98％ 62％ 

(３) 電気（※西部直下地震） 

夜間人口 
停電域内人口 停電人口率 

1日後 3日後 1週間後 1日後 3日後 1週間後 

176,192 117,277 45,685 3,084 67％ 26％ 2％ 

  ※大沢地区では、想定地震である東部直下地震と西部直下地震の震源域が重なりあう地

区であり、想定地震によっては、被害量が異なるため、最大被害量となる想定地震か

ら抽出した。

 東部直下地震 西部直下地震 
大正関東 

タイプ地震 

冬２時 

死 者 26 26 1 

閉 込 者 133 129 9 

重 傷 者 35 34 2 

軽 傷 者 219 214 55 

冬１８時 
避 難 者 当 日 1,041 961 122 

避難者１週間後 2,542 2,468 830 



 

 

 
 

 
２ 災害予防計画 
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第１章 災害に強い地区づくり 
 

１ 基本方針 

  震災時の火災や火災による延焼被害等を最小限にとどめるため、倒壊の危険性のある空

き家対策や中高層共同住宅等の災害対策及び大沢地区の特性に応じた災害対策を促進し、

生命と財産を守る災害に強い大沢地区づくりを推進する。 

 

２ 自主防災組織の育成支援 

 (１) 大沢地区は、地区防災活動の推進を図り、自治会等を中心とした自主防災組織の育

成を推進するとともに大沢地区内の防災リーダーを支援する。その際、女性の参画の

促進に努めるものとする。 

 (２) 大沢地区は、自主防災組織が、災害時に有効に活動できるよう組織の充実強化を図

るための訓練等を支援する。 

 

３ 自主防災組織の編成と各班の役割 

(１) 単位自主防災組織 

     単位自主防災組織は、各自主防災組織の規模や活動の状況等に応じて編成すること

が大切であり、円滑な防災活動を行えるよう、以下の基本的な方針に沿った組織づく

りとする。 

 

本  部 各班の総合調整、地域全体の防災活動の統率 

情報連絡班 情報の収集・伝達活動 

初期消火班 消火器等による初期消火活動 

救出・救護班 負傷者の救出・救護活動 

避難誘導班 住民の避難誘導活動 

避難所運営班 避難所の運営活動 

給食・給水班 炊き出し等給食・給水活動 

災害時要援護者支援班 災害時要援護者への支援活動 

 

自主防災隊長 
地区連合自主防災組織との連絡調整や防災訓練等の計画・実施、

組織内の情報伝達体制の整備 

副隊長 自主防災隊長の補佐 

防災部長 
自主防災隊長の補佐及び防災活動に係る各班への専門的、技術的

指導・指揮 
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【各班の平常時・災害時の役割】 

 平常時 災害時 

情報連絡班 
啓発活動、情報伝達訓練及び

連絡様式の準備等。 

被害情報等を収集し、地区

連合自主防災組織を通じて、

市の現地対策班に連絡すると

ともに、正しい情報を住民に

伝達する。 

初期消火班 

消火技術の習得や消火器等

の事前点検を行うとともに、地

域の事業所が持つ自衛消防隊

との連絡体制の構築に努める。 

安全を確保しつつ、初期消

火活動を行い、火災の拡大を

防御する。 

救出・救護班 

救出方法、応急手当の方法、

担架搬送の要領等の技術を習

得する。 

周囲の人の協力を求め、負

傷者等の救出・救護活動を行

う。負傷者の応急手当と救護

所への搬送。 

避難誘導班 
避難経路の安全チェック、危

険要素のチェックを行う。 

全員が安全に避難できるよ

うに避難誘導を行う。避難者

の安全確保、安全確認を行う。 

避難所運営班 

避難所運営本部の立ち上げ

及び運営方法について訓練を

行う。 

施設管理者や市職員と協力

し、「避難所運営本部」を立

ち上げ、避難所の自主的な運

営を行う。 

給食・給水班 
炊き出し方法、給食の配分方

法、給水方法を習得する。 

給食・給水のルールをつく

り、秩序ある給食・給水活動

を行う。 

災害時要援護者支援班 
要援護者の把握、支援方法の

確立に努める。 

関係団体や地域住民と協力

して、要援護者各人の要望を

親身になって聞き、要援護者

活動に取り組む。 
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(２) 地区連合自主防災組織 

 

平常時 災害時 

地区連合防災隊長や防災専門員は、協

力・連携し、情報の収集・伝達訓練、避

難誘導訓練、避難所運営訓練、炊き出し

等給食・給水訓練、災害時要援護者支援

訓練など、単位自主防災組織を超えた地

域防災訓練、イベント等の計画・実施を

行う。 

 地区連合防災隊長や防災専門員は、市

や構成単位自主防災組織との間に立

ち、防災関連情報等の連絡や防災訓練等

に関する調整などを行う。 

 

災害時には、地区連合防災隊長や防災専

門員など、事前に決められた人員により、

本部を設置し、市（現地対策班）・単位自

主防災組織との間に立ち、情報のとりまと

め・伝達活動を行う。 

単位自主防災組織や避難所間の連絡・調

整をするとともに、被害の大きいところに

集中的な対応を行うなど、単位自主防災組

織を超えた効果的な災害対応を行う。 

なお、地区連合自主防災組織の本部は、

市の現地対策班とともに、各出張所及び本

庁管内公民館に設置する。 

 

４ 自主防災組織との連携 

  事業者・中高層共同住宅居住者及び管理者等については、自主防災組織が行う各種役割

について、積極的に協力するとともに、大沢地区内での地域コミュニティの形成を図るよ

う努める。 

  また、災害時に備え円滑な防災活動を行えるよう、各種役割分担や連絡体制の充実強化

に努める。 

地区連合防災隊長 
防災に関わる市との連絡調整や地域防災訓練等の計画・実施、地

区連合自主防災組織間の連絡協力体制づくり 

副隊長 地区連合防災隊長の補佐 

防災専門員 
地区連合防災隊長の補佐及び防災活動に係る専門的、技術的指

導・指揮 
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５ 出火防止及び初期消火対策 

(１) 出火防止 

大地震時等においては、各所に同時多発的な出火が考えられ、道路、建物の損壊に

よる障害物などが重なると、消防力は大きく阻害される。また、強風、夜間といった

悪条件が加わると一層火災の拡大が懸念されることから、出火防止の徹底を図るため、

各家庭において、主として次の事項に重点を置いて点検整備する。 

① 火気使用設備器具の整備及びその周辺の整理整頓状況 

② 可燃性危険物品等の保管状況 

③ 消火器等の消火資機材の整備状況 

④ その他建物等の危険箇所の状況 

(２) 初期消火対策 

    大地震発生時等には、火災の同時多発、消防車の通行不能、消火栓の使用不能等に

より、消防機関の活動は通常の火災の場合よりも大幅に制限される。 

    すべての住民が自宅や近隣所といったごく身近なところで初期消火活動を実践し、

火災の拡大を防御することが重要であるため、安全を確保しつつ、迅速に初期消火活

動を行い、火災の拡大を防御する。 

初期に消火することができるようにするため、次の消火資機材を配備する。 

① 可搬式（小型）動力ポンプの防火水槽付近への配備 

② 消火器、簡易消火具等の各家庭への配備 

 

６ 火災延焼対策 

甚大な人命被害をもたらす市街地大火や火災旋風など、大規模地震に伴う火災延焼を最

小限にとどめるために、道路の拡幅や建築物の不燃化を推進する。 

また、木造密集地など市街地大火の危険の高いところや高層建物など炎上による死亡リ

スクの高いところについては、感震ブレーカーの設置を促進するなどの啓発を行う。 

 

７ 空き家対策 

  市と連携して、所有者等による空き家の適正管理を啓発するとともに、利活用や危険な

空き家の防止を促すことにより、新たな空き家の発生を抑制し、地区の防災力向上につな

げていく。 
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８ 災害危険の把握 

  災害予防に資するため、次のとおり地区固有の防災問題に関する把握を行う。 

  また、それらを記載した地図を作成し、大沢地区内で情報共有する。 

(１) 把握事項は、次のとおりとする。 

   ① 危険地域、区域等 

   ② 大沢地区の防災施設、設備 

   ③ 過去の災害履歴、災害に関する伝承 

 (２) 把握の主な方法は、次のとおりとする。 

   ① 相模原市防災アセスメント調査 

   ② 相模原市地区別防災カルテ 

   ③ 相模原市ハザードマップ（洪水・土砂） 

   ④ 防災まちあるき 

 

９ 中高層共同住宅等の災害対策 

  中高層共同住宅等の管理者は、敷地・建物内に防災備蓄スペース、防災対応トイレなど、

ライフラインが復旧するまでの間、居住者が自立生活できるための震災対策用設備等を確

保するよう努める。 

  また、必要に応じ火災対策として、感震ブレーカー等の設置に努める。 
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第２章 災害に対する備え 
 

１ 基本方針 

  日ごろから災害に対する十分な備えを行うとともに、発災直後の迅速かつ効果的な対応

を図ることで被害を軽減する。 

 

２ 防災知識の普及・啓発 

地区住民の防災意識を高揚するため、次のとおり防災知識の普及・啓発を行う。 

(１) 普及・啓発事項は、次のとおりとする。 

① 防災組織及び防災計画に関すること。 

② 地震、火災、水災等についての知識に関すること。 

③ 各家庭における防災上の留意事項に関すること。 

④ 地震発災後７２時間における活動の重要性に関すること。 

⑤ 食料等を最低３日分以上確保することの重要性に関すること。 
  （１週間分程度が望ましい） 

⑥ 住宅の安全対策に関すること。（耐震化、感震ブレーカー、家具の固定等） 

⑦ ブロック塀の安全対策に関すること。 

⑧ その他防災に関すること。 

(２) 普及・啓発の方法は、次のとおりとする。 

① 広報誌、パンフレット、リーフレット、チラシ等の配布 

② 講演会、座談会、映画上映会等の開催 

③ パネル等の展示 

④ 防災地図等の作成 

(３) 実施時期 

火災予防運動期間（春季３／１～３／７、秋季１１／９～１１／１５）、市防災週

間等防災関係諸行事（市防災週間・毎年７月第１土曜日から始まる１週間）の行われ

る時期に行うほか、他の催し物に付随する形式で随時実施する。 

 

３ 災害に備えた各家庭での取組 

  月に一度は家族全員で防災会議を開き、地震災害を想定して、わが家の安全対策や避難

の方法・緊急連絡手段等の取り決めなどの話し合いを行う。また、非常持ち出し品や防災

用具の点検や補充を随時実施する。 

 



 

- 16 - 

４ 防災訓練の実施 

大地震等の災害の発生に備えて、情報の収集・伝達、初期消火、救出・救護、避難誘導、

災害時要援護者対策等が迅速かつ適切に行えるよう、次により防災訓練を実施する。 

(１) 訓棟の種類 

訓練は、個別訓練・総合訓練、体験イベント型訓練及び図上訓練とする。 

(２) 個別訓練の種類（自主防災組織単位） 

  ① 情報収集・伝達訓練 

  ② 消火訓練 

  ③ 避難訓練 

  ④ 救出・救護訓練 

  ⑤ 給食・給水訓練 

  ⑥ 図上訓練（ＤＩＧ１、ＨＵＧ２） 

  ⑦ クロスロード３ 

(３) 総合訓練 

    総合訓練は、２以上の個別訓練について総合的に行うものとする。 

    また、相模原市等が行う訓練に参加する。 

(４) 体験イベント型訓練 

防災を意識せずに災害対応能力を高めるために行うものとする。 

  (５) 訓練実施計画 

    訓練の実施に際しては、その目的、実施要領等を明らかにした訓練実施計画を作成

する。 

  (６) 訓練の時期及び回数 

    訓練は、原則として春季（３/１～３/７）及び秋季（１１/９～１１/１５）の火災

予防運動期間中並びに防災の日（９/１）に実施する。総合訓練にあっては年１回以

上、個別訓練にあっては随時実施する。 

 

５ 防災資機材等の点検・管理 

  防災資機材等の備蓄及び管理に関しては、次により行う。 

 (１) 配備計画 

    【資料-配備計画書】 

 (２) 定期点検 

    市防災週間（毎年７月第１土曜日から始まる１週間）を全資機材の点検日とする。 

 

１災害図上訓練 地図を用いて防災対策を検討する訓練のこと  
２
避難所運営ゲーム 避難所で起こる様々

な出来事にどう対応していくかを模擬体験するゲーム  
３
阪神・淡路大震災で、災害対応にあたった神戸市

職員の体験談をもとに作成されたカードゲーム形式の防災教材 
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６ 消防団の平常時の活動 

  消防団は、消防本部や消防署と同様、消防組織法に基づき、それぞれの市町村に設置さ

れる消防機関です。地域における消防防災のリーダーとして、平常時・非常時を問わずそ

の地域に密着し、住民の安心と安全を守るという重要な役割を担っています。 

(１) 平常時の任務 

① 火災予防啓発活動 

地区の防災訓練や市が行う総合防災訓練に参加したり、各種火災予防運動などを

通じて火災予防を呼びかけています。 

② 消防施設の保全 

各分団には、その活動の拠点となる詰所があり、火災等の災害に備えて常に整備

された状態で管理されています。また、各分団に配備されている機械器具等につい

ても最善の状態で管理するとともに、器具の取扱い訓練を通じて、その習熟に努め

ています。 

③ 教育訓練 

消防団の任務遂行に必要な専門的知識や技能を習得するために様々な研修、教育

及び訓練を行っています。 

④ 地区の行事等への参加 

地区の行事（お祭り等）での警戒活動や防災指導。地区会合へ出席し、消防団活

動の紹介や防火防災の広報活動などを行っています。 

(２) 消防団の主な施設・装備の点検・整備 

消防団が効果的な災害活動を行うため、消防団詰所、消防車両および可搬ポンプな

どの施設や資機材、防火衣などの装備を点検整備しています。 

 

７ 災害時要援護者の把握、避難支援体制 

  災害が発生した場合に、高齢者、障害者その他の特に配慮を要する者などに対する適切

な応急対応及び救援活動を行うため、各地域の特性や実情を考慮し、日頃から大沢地区の

コミュニティの形成や社会福祉活動に積極的に取り組み、災害時に備える。 

  なお、単位自治会などを中心とした災害時要援護者への避難支援体制づくりについては

「災害時要援護者避難支援ガイドライン」を参考にして対策に努めることとする。 

(１) 災害時要援護者名簿・マップ等の作成 

災害時に避難状況を把握するため災害時要援護者名簿・マップ等を作成し、社会福

祉協議会、民生委員・児童委員、自治会等と連携を取り合って原則年１回更新する。 

(２) 災害時要援護者の避難誘導、救出・救護方法等の検討 

   災害時要援護者に対する円滑な避難誘導や効果的な救出・救護活動等について予め

検討し、訓練等に反映させる。 
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(３) 災害時要援護者の避難支援 

市長から避難指示、勧告等が出たとき、又は大沢地区防災組織の会長等が避難の必

要があると認めたとき、会長等の避難支援開始の指示に基づき、災害時要援護者を安

全に避難場所へ誘導を行う。 

(４) 避難場所 

① 避難経路 別紙大沢地区防災カルテ等参照 

② 避難場所 次のとおり（一時避難場所は別表とする） 

広域避難場所 
旧職業能力開発 

総合大学校 
相模原北公園 下九沢団地一帯 

避難所 
大沢小学校 大島小学校 九沢小学校 

作の口小学校 内出中学校 大沢中学校 

救護所 大沢小学校   

※風水害時避難場所 大沢公民館（土砂） 大島小学校（洪水） 
相模川自然の村野外 

体験教室（洪水） 

   ※風水害時避難場所 

    ・大雨による被害から一時的に逃れるために避難する場所 

    ・各自治会が指定する建物（自治会館等）自治会が運営 

    ・市が指定する公共施設（公民館等）市の職員が運営 

(５) 避難計画書（資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※災害時要援護者避難支援 
  災害時要援護者の避難支援には、マンパワー等の支援する力が不可欠であり、実効

性のある避難支援を計画するために、避難支援等関係者になり得る者の活動実態を把

握して、地域における避難支援等関係者をあらかじめ決めておくことが望ましい。そ

の際、民生委員、社会福祉協議会、自主防災組織に限定して考える必要はなく、地域

に根差した幅広い団体の中から、地域の実情にあった者とする。 
また、避難支援等関係者となりうる者をより多く確保するのに当たっては、年齢要

件等にとらわれず、地域住民の協力を幅広く得ることとする。 
 



 

 

 
 

 
３ 応急対策計画 
  (地震・風水害) 
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第１章 地区災害対策本部活動 
 

１ 地区災害対策本部の設置 

  相模原市で「震度５強」以上の地震が観測された場合、または東海地震予知情報及び警

戒宣言が発せられた場合、もしくは風水害等により、大沢地区に甚大な災害被害が想定さ

れる場合には、大沢まちづくりセンター事務室に「大沢地区災害対策本部（以下「本部」

という。）」を設置する。 

本部を設置した場合には、「市緑区本部大沢まちづくりセンター班現地対策班（以下「市

大沢現地対策班」という。）」にその旨を連絡する。 

 

２ 本部の活動 

  本部は、大沢地区内の被害情報等の収集及び災害時要援護者の避難支援を行うとともに、

大沢地区の状況について市大沢現地対策班に報告する。 

また、避難所運営協議会と市大沢現地対策班との連絡・調整を行う。 

 

３ 本部の廃止 

  地震、風水害等による災害発生のおそれがなくなった場合、東海地震予知情報及び警戒

宣言が解除された場合、もしくは発生した災害・応急対策が概ね終了したと認められる場

合には、本部を廃止する。 

本部を廃止した場合には、市大沢現地対策班にその旨を連絡する。 

 

４ 災害時の動員・連絡体制 

  災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、会長等は地区内の連絡体制基準等により

動員を行う。ただし、状況により必要と認められるときは、基準と異なる動員を行うこと

ができる。 

 

５ 情報の収集・伝達 
被害状況等を正確かつ迅速に把握し、適切な防災・応急措置を行うため、情報の収集・

伝達を次により行う。    

（情報の収集・伝達の方法） 

情報の収集・伝達は、テレビ、ラジオ、各種電話、防災行政無線（ひばり放送）、ファ

ックス、インターネット、伝令等による。 

情報は、簡潔明瞭が肝心であり、「いつ、どこで、なにが、（だれが）、どうして、ど

のように」の要領で情報を収集し、伝達する。 
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第２章 応急対策活動 
 

１ 水防活動、初期消火活動 

 (１) 水防活動 

     風水害時、雨量の増加による浸水（内水）や河川水位が堤防高近くになった場合に

は、浸水（内水）被害や堤防被害を防ぐため市及び消防機関に協力し土のう積を行う。 

(２) 初期消火活動 

   発災後、初期段階においては、大沢地区住民及び自主防災組織等は自発的に初期消

火活動を行うとともに、消防機関に協力するよう努めるものとする。 

なお、火災に際しては初期消火が特に重要になるため、自主防災組織等は各家庭に

対して、火の元の始末など出火防止のための措置を講じるように呼びかけるとともに、

火災が発生した場合、消火器、水バケツ、小型動力ポンプ等を活用し、隣近所が相互

に協力して初期消火に努める。 

 

２ 救出・救護・搬送 

(１) 救出・救護活動 

建物の倒壊、落下物等により救出・救護を必要とする者が生じたときは、直ちに救

出・救護活動を行う。この場合、現場付近の者は、救出・救護活動に積極的に協力す

る。 

 (２) 救出・救護活動等の原則 

   ① 救出・救護活動は、救命処置を必要とする者を優先して行う。 

   ② 救出・救護の事態が火災現場付近とそれ以外の場所にあった場合は、火災現場付

近の救出・救護を優先して実施する。 

   ③ 傷病者の救急搬送は、救命・救急処置を必要とする者を優先して、医療機関等に

搬送し、その他の傷病者は、消防団員、自主防災組織等の協力を得て、自主的な応

急手当を行う。 

(３) 医療機関等への搬送 

救出・救護班は、負傷者が医師の手当を必要とすると認めたとき、または避難所か

ら医療機関等への搬送が必要とされる時は、原則として、救護所または拠点救護所に

搬送する。 

① 大沢小学校（救護所） 

② 相模原中央メディカルセンター（拠点救護所） 

③ 森田病院、山瀬整形外科（地域救護病院） 

④ 相模原協同病院、相模原赤十字病院（災害医療拠点病院） 

⑤ その他（別添大沢地区防災カルテ等参照） 
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(４) 防災関係の出動要請 

救出・救護班は、防災関係機関による救出が必要であると認めるときは、１１９番

通報し、防災関係機関の出動を要請する。 

 

３ 避難誘導 

災害が発生し、又は発生のおそれがあり、人命に危険が生じ、又は生じる恐れがあると

きは、区域内にいる全ての人に対して、次により避難を行う。 

(１) 避難誘導の指示 

市長から避難指示、勧告等が出たとき、又は地区防災組織の会長等が避難の必要が

あると認めたとき、会長等は避難誘導班に対し避難誘導の指示を行う。 

(２) 避難誘導 

避難誘導班員は、会長等の避難誘導開始の指示を受けた時は、避難計画に基づき、

住民を避難場所に誘導する。 

  (３) 避難所の管理・運営 

    災害時における避難所管理・運営については、各避難所運営マニュアルのとおりと

する。 

(４) 避難場所 

① 避難経路 別紙大沢地区防災カルテ等参照 

② 避難場所 次のとおり（一時避難場所は別表とする） 

広域避難場所 
旧職業能力開発 

総合大学校 
相模原北公園 下九沢団地一帯 

避難所 
大沢小学校 大島小学校 九沢小学校 

作の口小学校 内出中学校 大沢中学校 

救護所 大沢小学校   

※風水害時避難場所 大沢公民館（土砂） 大島小学校（洪水） 
相模川自然の村野外 

体験教室（洪水） 

  ※風水害時避難場所 

   ・大雨による被害から一時的に逃れるために避難する場所 

   ・各自治会が指定する建物（自治会館等）自治会が運営 

   ・市が指定する公共施設（公民館等）市の職員が運営 

  (５) 避難計画書（資料） 
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４ 災害時要援護者対策 

  災害時において、高齢者、障害者その他の特に配慮を要する者に対して、大沢地区住民

及び関係機関等の協力を得て、効果的な応急対策を総合的かつ優先的に行うものとする。 

 (１) 災害発生時の対応 

    災害発生後概ね３日間を目途に、災害時要援護者の安否確認や避難支援等の支援活

動を積極的に行うこととする。 

    なお、単位自治会などを中心とした災害時要援護者への支援活動については「災害

時要援護者避難支援ガイドライン」を参考にして対策に努めることとする。 

 (２) 情報収集 

    大規模災害が発生した場合、支援組織は安全が確保される範囲内において、支援台

帳等をもとに災害時要援護者宅の個別訪問など、主体的に安否確認を行い、大沢地区

内支援組織間での情報を共有するとともに本部に報告する。 

 なお、単位自治会などを中心とした災害時要援護者への支援活動については「災害

時要援護者避難支援ガイドライン」を参考にして対策に努めることとする。 

 (３) 避難誘導 

    発災後の避難誘導方法及び災害時要援護者別状況の対応については「災害時要援護

者避難支援ガイドライン」を参考に行うこととし、避難経路、避難場所については、

安全を確認の上、指定された場所等に速やかに誘導することとする。 

 

５ 住民の安否確認 

  大沢地区内の自主防災組織等は、避難所運営協議会及び市大沢現地対策班から、住民の

安否確認の情報収集を行い、必要に応じて救出・救護班、避難誘導班等により編成された、

現地確認班等が、安全が確保される範囲内において現地確認を行い、住民の安否確認の情

報収集を行う。 

  また、収集された情報については、適時、本部に報告を行い、報告を受けた本部は、随

時、市大沢現地対策班に報告する。 

 

６ 在宅避難者の把握・支援 

  大沢地区内の自主防災組織等は、避難所運営協議会及び市大沢現地対策班から、在宅避

難者の情報収集を行うとともに、随時、現地等での情報収集を行い、必要に応じて、避難

所運営協議会及び市大沢現地対策班と協力して在宅避難者への支援を行う。 
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構成 

           【平常時】 

・自治会から選出された委員 

・避難所担当市職員 

・施設管理者（校長等） 

・その他協議会が必要と認める者 

【災害時】 

・避難者の代表者 

７ 避難所運営 

  避難所運営については、「避難所運営マニュアル」に基づき、避難所運営協議会が中心

となって、避難所運営を行うこととする。 

【組織図】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
【各班の役割】 

班 名 平常時 災害時 

管理班 

・避難所運営方法の検討 

・生活ルールの作成 

・検討及びルールに基づ

いた訓練の実施 

避難所の安全管理、居住区画の設定等、衛生対策 

情報班 

避難者名簿の作成、市災害対策本部等との情報交 

換、避難者への情報提供、避難所の設営及び避難 

者の受入れ 

衛生班 
施設のトイレ衛生対策、ペット同行避難者への対

応 

救護班 
負傷者の救護、けがをしている場合の救護者への

対応 

要援護者支援班 要援護者を巡回し、個々の状況の聞き取り調査 

給水班 飲料水の確保、不足した場合の対応 

救援物資班 救援物資の受入れ、救援物資の配布、物資の要請 

炊き出し班 炊き出しの実施、水食料などの要請 

安全・警備班 避難所内での事故・盗難防止等の安全管理 

 

避難所運営協議会 

会長(自治会から選出

された委員の中から

選出) 

【作業班】 

管

理

班 

情

報

班 

救

護

班 
給

水

班 

救

援

物

資

班 

炊

き

出

し

班 

安

全

・
警

備

班 

要
援
護
者
支
援
班 

衛

生

班 
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８ ボランティアの活動について 

  災害時におけるボランティア活動による支援については、市大沢現地対策班等と連絡調

整を行い、以下の各種活動分野に対して、必要に応じて支援を要請することとする。 

 (１) 専門ボランティアの活動分野 

   ア 医療看護（医師、歯科医師、薬剤師、保健師、看護師、柔道整復師等） 

   イ 福祉（手話通話、介護士） 

   ウ 無線（アマチュア無線技士、タクシー無線） 

   エ 特殊車両操作（大型重機等操作資格者） 

   オ 通訳（外国語通訳） 

   カ 被災建築物の応急危険度判定（応急危険度判定士） 

   キ 相談業務（弁護士、会計士、カウンセラー等） 

   ク その他専門知識や技能を必要とする分野 

 (２) 生活支援ボランティアの活動分野 

   ア 救援物資の整理、仕分け、配分 

   イ 避難所の運営補助 

   ウ 救護所の運営補助 

   エ 清 掃 

   オ 災害時要援護者等の生活支援 

   カ 広報資料の作成 

   キ その他危険のない作業 
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９ 他組織との連携 

  防災訓練や災害時の応急活動については、他の地区防災組織や災害ボランティア団体等

と連携を図るものとする。 

他の自主防災組

織との連携強化

する 

単位自主防災組織を超えた連携として、地区連合自主防災組織があるが、

その他、以下のような連携づくりに努める。 

○隣接する自主防災組織との連携（小規模な組織での合同訓練の実施等） 

○地区連合自主防災組織間の連携・協力応援体制 

市の支援体制を

活用する 

自主防災組織は、防災の専門家や関係機関の指導、助言を必要とする面も

ある。各種訓練の実施や日常活動を効果的に進めるためには、行政機関や防

災関係機関との協力関係が必要である。 

毎年、「自主防災組織変更届出書」を大沢まちづくりセンター等に提出す

る際や、自主防災訓練、防災研修会、事業所訓練を実施するため「防災訓練

等実施申請書」や「消防訓練等実施申請書」を受持ちの消防署所に申請する

ことによって、様々な市からの支援が受けられる体制となっている。 

事業所との協力

関係を構築する 

平日の昼間への対応として、地域にある事業所と協力関係を構築しておく

ことは有効な手段である。 

○平常時の連携づくり 

・事業所の自主防災組織への参加促進 

・事業所の防災訓練への参加促進 

○災害時における協力関係の構築 

・事業所内で編成する自衛消防隊の初動期での周辺地域への応援 

・事業所で保有する重機・機器及び関係施設の活用 

○市の役割 

・事業所への意識啓発 

・協力関係構築に関する指導 

避難所運営を念

頭においた協力

体制をつくる 

避難所の運営は、避難者や自主防災組織が中心に行うことになるが、避難

所の運営を円滑に行うため、平常時から、同一避難所に避難する単位自主防

災組織相互、校長等及び避難所担当市職員とそれぞれの役割、業務内容など

について理解を深める協議の場を設けるとともに、実践的な避難所運営訓練

を行うことが必要である。 

特に、単位自主防災組織の避難所運営班は、避難所運営本部の立ち上げを

行うとともに、運営本部内に組織される各作業班に加わり、具体的な運営管

理を行う。 

協力を依頼する

人達との取り決

めを行う 

医療関係従事者、民生委員・児童委員、建設業関係従事者、大型建設機械

の操作技術者、その他の特殊技能者、アマチュア無線や手話通訳、救急救命

士、応急危険度判定士等の資格取得者、ボランティア活動の希望者など、災

害時に協力を依頼することが考えられる人、特に地域に在住・在勤している

人達と災害時の協力・応援に関する取り決めを結んでおくことは、いざとい

うときに非常に役に立つ。 
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自治会指定一時避難場所一覧 

 

一時避難場所 

長徳寺(1) 

（緑区大島756） 

大沢小学校(2)(5) 

（緑区大島1566） 

日々神社(3) 

（緑区大島2250） 

常盤子どもの広場(3) 

（緑区大島2652-1.2.3） 

常盤自治会館(3) 

（緑区大島2230-4） 

古清水自治会館(4) 

（緑区大島2357-2） 

大島小学校(5) 

（緑区大島1121-19） 

九沢子ども広場(6) 

（緑区下九沢2359-1.5） 

日之森神社(6) 

（緑区下九沢2354-1） 

八坂神社(6) 

（緑区下九沢1991-3） 

大沢郵便局駐車場(6) 

（緑区下九沢1752-3） 

御嶽神社(7) 

（緑区下九沢1336） 

宮下自治会館脇駐車場(8) 

（緑区下九沢582） 

作の口児童館・子供広場(9) 

（緑区下九沢498-1） 

上九沢集会所(10) 

（緑区上九沢4-19） 

三菱神明平自治会室(11) 

（緑区田名2581-1） 

内出中学校(12) 

（緑区下九沢2845） 

作の口小学校(13) 

（緑区下九沢459-1） 

大島団地公園(14) 

（緑区大島11） 

西内出公園(15) 

（緑区下九沢1475-8） 

九沢小学校(16)(19) 

（緑区大島1859-3） 

７号棟前広場(17) 

（緑区下九沢1558） 

大沢団地スポーツ広場(18) 

（緑区下九沢1764） 

塚場公園(19)(20) 

（緑区下九沢1590-1） 

   

   

   

 ※名称括弧内数字が自治会一覧の数字 

 

大沢地区自治会一覧 

１．上大島 ２．中の郷 ３．常盤 ４．古清水 

５．上九沢 ６．九沢 ７．塚場 ８．下九沢宮下 

９．作の口 10．上九沢西 11．三菱神明平 12．上九沢中央 

13．桜木台 14．県営大島団地 15．ＫＹＢ社宅 16．神明平 

17．上中ノ原団地 18．大沢団地 19．ヒルズ橋本南 20．ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙ下九沢 

    

 

別 表 



 

大沢地区防災計画検討協議会会則 
 
 
（名称） 
第１条 本協議会は大沢地区防災計画検討協議会（以下「協議会」という。）と称する。 
 
（目的） 
第２条  本協議会は、大沢地区防災計画の策定に際し、大沢地区の防災活動の方向性等につい

て、会議で検討した結果を計画書としてまとめ、自助・共助の精神に基づく自主的な防災活動

につなげることにより、大沢地区における防災・減災の取組を進めることを目的とする。 
 
（構成及び任期） 
第３条  本協議会は、別表に掲げる者をもって構成する。 
２ 構成員の任期は、第１回の会議が開催された日から平成２８年３月３１日までとする。 
３ 構成員が退任した場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
（会長及び副会長） 
第４条  本協議会に、会長１人及び副会長１人を置くものとし、構成員の互選により決定する。 
２ 会長及び副会長の任期は、構成員の任期によるものとする。 
３ 会長は、本協議会を代表し、会務を総括する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 
 
（会議） 
第５条 本協議会の会議は、会長が招集する。 
２ 会議の議長は、会長が務めるものとする。 
３ 会議は、構成員の半数以上の出席をもって開催することとする。 
４ 会長は、必要があると認めるときは、会議に諮り、構成員以外の者を会議に出席させ、意見

を求めることができる。 
 
（事務局） 
第６条 相模原市危機管理局及び大沢まちづくりセンターに置く。 
 
（委任） 
第７条 この会則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 
 

附 則 
 この会則は、平成２７年３月９日から施行する。 
 



 
 

別表（第３条関係） 

 

№ 団体等 委員数 

１ 大沢地区自治会連合会 ３人 

２ 大沢地区社会福祉協議会 １人 

３ 大沢地区民生委員児童委員協議会 １人 

４ 消防団北方面隊第２分団 １人 

５ 防災専門員 ３人 

６ 公民館 １人 

 計 １０人 

 

検 討 経 過 

 

会議名称 開催年月 備 考 

まちづくり会議 平成２７年 ２月 検討協議会構成員の選任等 

第１回計画検討協議会 平成２７年 ３月 検討内容等 

第２回計画検討協議会 平成２７年 ４月 検討内容等 

第３回計画検討協議会 平成２７年 ５月 検討内容等 

第４回計画検討協議会 平成２７年 ６月 検討内容等 

第５回計画検討協議会 平成２７年 ７月 検討内容等 

第６回計画検討協議会 平成２７年 ８月 検討内容等 

自治会長会議 平成２７年１０月 大沢地区防災計画案の説明 

まちづくり会議 平成２７年１２月 大沢地区防災計画の策定 

 

 


